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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、平成 20

年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について、教育

委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するととも

に、公表することが義務付けられました。また、点検及び評価を行うに当たっては、教育に関

し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとするとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1項の規定により教育長に委任され

た事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事

務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 令和 5年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

について 

 

新宿区教育委員会では、令和 5年第 6回教育委員会定例会において議決した「令和 5年度 教

育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基づき、点検及び評価を

実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の改善の

方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表すること

により、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、令和 4 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、課題や今後の

方向性を示すものとする。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、翌年

度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出するととも

に公表する。 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

 ○ 日時     令和 5年 8月 1日 10：00～12：00 

 ○ 会場     本庁舎 6階 第 4委員会室 

 ○ 学識経験者  浅田 学   氏  東京医療保健大学医療保健学部非常勤講師 

     藤井 千惠子 氏  元国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

     仲田 康一  氏  法政大学キャリアデザイン学部キャリアデザイン学科准教授  

 ○ 内容     令和 4年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 令和 4年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は、原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ臨時会

を開催しています。令和 4 年度は、定例会 12 回、臨時会 3 回を開催し、議案 67 件、協議 2 件、

報告 28 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 令和 5年度から使用する区立小学校及び中学校教科用図書について、令和 4年 8月 5日の定例

会において採択するとともに、区立特別支援学校並びに区立小学校及び中学校の特別支援学級に

おいて使用する教科用図書については、令和 4年 8月 24 日の臨時会において採択しました。 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等について説明を受けるとともに、授業

の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会が指定した

学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、新宿区立中学校生

徒会役員交流会では生徒会役員の生の声を聞きました。今後も、学校訪問等の機会を通じて、教

職員や児童・生徒等の意見を聞きながら、学校現場の実態や、子どもたちを育む多様な資源の状

況を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 
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また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じ

た教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議題として区長と意

見交換を行い、教育の課題の共有を図りました。 

 

学校訪問実施校数         36 校 

教育課題研究校数         3 校 

新宿区総合教育会議        令和 4年 12 月 13 日 

新宿区立中学校生徒会役員交流会  令和 5年  1 月 11 日 

 

＜主な取組＞ 

○ コロナ禍にあっても、教育委員会では、子どもたちの学びを止めることなく、様々な工夫を

講じながら、教育活動と感染症対策の両立を図りました。感染拡大防止のため小・中学校等へ

の消毒液の購入を行い、新宿養護学校教職員等に対する PCR 検査を行いました。また、令和 3

年度までは実施が難しかった宿泊行事について、事前に参加者に PCR 検査や抗原検査を行い陰

性を確認してから出発することで、宿泊行事を実施しました。さらに、新宿区版 GIGA スクー

ル構想に基づく児童・生徒 1人 1台タブレット端末を活用し、学級閉鎖等が生じた際にはオン

ラインによる学習指導を実施するなど、児童・生徒の学習機会を確保する環境づくりに取り組

みました。 

○ 不登校児童・生徒への支援について、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、児

童・生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立することを目指していけるように、

多様で適切な教育機会の確保に努めるとともに、多様な教育機会検討委員会や担当者連絡会、

生活指導主任会により、教職員への理解啓発を図りました。また、不登校児童・生徒に対す

る多様な教育機会の確保としては、家庭にひきこもりがちな児童・生徒への ICT を活用した

学習支援や、つくし教室への通所を希望しない児童・生徒に対して、つくし教室の職員（メ

ンタルフレンド・ふれあい心の友）が家庭訪問し、相談や支援を行いました。そして、区立

図書館を活用した訪問型支援を行うなど、不登校児童・生徒の支援の充実を図りました。さ

らに、東京都教育委員会と連携した仮想空間（メタバース）を活用したオンラインによる支

援について、令和 5年 1月から運用を開始し、ICT を活用した支援の充実も図っています。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化及び物価高騰が続く状況下において、学齢期の児

童・生徒に対し、学用品費等を支援することにより、子育て世帯の福祉の増進及び経済的な負

担の軽減を図ることを目的に、児童・生徒 1人当たり 2万円の学用品費等支援臨時給付金を支

給しました。なお、本給付金は、物価高騰対策として緊急に対応したもので、令和 4年度限り

の事業として実施しました。 

○ 新たに小・中学校に入学する学齢の児童・生徒に対し、祝金を支給することにより、入学を

祝福するとともに、児童・生徒の健やかな成長を支援することを目的に、新小学 1年生 1人当

たり 5万円、新中学 1年生 1人当たり 10万円の入学祝金を支給しました。なお、本祝金は、

令和 5年度も同様に実施していきます。  
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第５ 新宿区教育ビジョン(第二期 計画期間：平成 30～令和 9 年度、個別事業計画期間： 

令和 3～令和 5年度)の概要 ～3 つの柱と 10 の施策～ 

 

 

 

 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・体の

バランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習の状況、

心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ばす、より質の高

い学校教育を実現します。 

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点に立ち、す

べての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 

義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が十分でない

子どもへの支援を充実します。また、伸びる子どものより発展的な学習を積極的に支援します。 

さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分かる授業」

への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげます。 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深め、思

考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高めます。教育

活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども一人ひとりの実

践的な資質・能力を育成します。 

児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、授業をよりよく改善し、「主

体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 

○ １人１台のタブレット端末を整備するＧＩＧＡスクール構想の実現により、児童・生徒一人ひと

りの状況に応じた個別最適化された学びや他者と協働しながら自ら考え抜く自立した学びを推進

し、ＩＣＴを効果的に活用した授業改善などにより、一層の学校教育の充実を図ります。 

○ グローバルな視野を持ち、時代の変化を見きわめながら自らの将来を切り拓く力を芽生えさせ、

伸ばすために、さまざまな手法による英語教育、理科教育及びプログラミング教育等の推進により、

変化の激しい時代を生きる力を育みます。また、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向け

て、総合的な学習の時間を中心に、各教科における学習等、あらゆる教育・学習機会をとらえて、

「持続可能な社会の創り手」の育成を目指します。 

 

 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に捉えるとと

もに、命や平和の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉にして素直に伝え

ようとする心を養います。 

   子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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○ 体験的な活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、児童・生徒自らが将来

や進路等について主体的に捉えて、社会的に自立することを目指すことができるよう、資質や能力

を育成します。また、優れた伝統と文化を理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域

の発展に寄与したいと思う気持ちを育みます。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家庭・地域が

連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康的な生

活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 大会の開催を契機として、すべての学校及び幼稚園でさまざまな学習活動や体験の機

会を提供します。また、これらの教育活動については、東京 2020 大会後も、子ども一人ひとりの

心と体に人生の糧となるようなかけがえのないレガシー（有益な遺産）として残していけるように

していきます。 

 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、豊かな情操や基本的な生

活習慣、道徳性・規範意識や思考力の芽生え、協同性や自立心を育むことが、子どものその後の成

長や学び、社会とのかかわりに大きく影響を与えます。このため、幼児期の教育に必要な環境を整

え、遊びや生活を通して子どもたちの健やかな成長を育んでいきます。 

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の各部門の情

報共有を重視するとともに、幼児教育・保育の無償化により、保護者の選択の幅が広がっているこ

とをふまえながら、幼児教育・保育や子育て支援事業の利用の機会を提供していきます。 

○ 区立の幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと特性を学び

合い、互いの保育内容の一層の充実を図るとともに、交流や研修等について、就学前の子どもの育

ちをともに担う私立の幼稚園等にも働きかけていきます。また、区内の子育て支援を担う施設と十

分に連携しながら、公私立の幼稚園における子育て支援機能を充実します。 

○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、指導及び支援の継続性を重視して接続期

のカリキュラムを作成・実行したり、小学校と幼稚園・保育園・子ども園との連携を十分に図り、

意見交換や合同研究を通して相互の教育と連続性についての共通理解を深めます。 

○ 生徒がスムーズに中学校生活をスタートできるよう、小学校段階の教育内容を再度取り上げて繰

り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が相互に授業を参観して意見交換を行ったり、

共同して授業を行うなど、相互交流の一層の促進を図ります。また、各教科の連携プログラムを活

用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確かな学力の向上につなげます。 
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 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地域に

根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の多様な要請

にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実現します。 

 

 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 各校の地域協働学校運営協議会の取組を支援し、活動内容のさらなる充実を図ります。また、小・

中学校間や近隣の学校間の連携を展開することで、地域ぐるみで子どもの一貫した成長を支え、今

後の地域社会を担う人材の育成へとつなげます。さらに、地域との連絡会を開催することで、多様

な人材の参画を促し、地域協働学校を支える人材の確保や周知活動等に取り組んでいきます。 

○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、学校運営

に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支援する地域協働学

校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図ります。 

○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用したキャリア

教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働により、芸術等を学ぶ機

会として、地域の文化や歴史、芸術等の資源を積極的に活用します。 

 

 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共有し、安心

して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 

また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形態による家

庭の教育力の向上を支援していきます。 

〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしながら、互いに

支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動への支援を充実します。 

また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていきます。 

 

 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、電子書籍等を含む情報

資源の活用に向けた検討を行うとともに、区民がより利用しやすいしくみを検討し、魅力ある図書

館を実現していきます。 

旧戸山中学校の跡地に「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建設を目指し

ます。 

○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動ができるよ

う、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連携を図り、子どもの読

書活動の推進に取り組みます。 

新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険から自らの生命を守るために必要な知識や技能を身に

付けさせるとともに、安全・安心な社会づくりの意義を理解し、そうした社会づくりに貢献しよう

とする態度の育成を図ります。 

また、インターネット・ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の利用に潜む危

険を回避し、情報を正しく安全に利用できるよう、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、

家庭等と連携した情報モラル教育を実施します。 

○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、学校施設や

通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 

  また、新型コロナウイルス感染症については、子どもたちが健康で安全な学校生活が送れるよう、

感染拡大防止に努めます。 

児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するとともに、ＰＴＡの主体

的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関係機関等と連携・協働した安

全・安心の取組を推進していきます。 
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 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力を

備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校を実現し

ます。 

 

 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組のより一層の充実を図ります。 

  不登校児童・生徒に対しては、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、フリースクー

ル等との連携を図りながら、個々の児童・生徒の状況に応じた支援を推進し、多様で適切な教育機

会の確保に努めます。 

  また、研修等により教職員の対応力を高めるほか、家庭に課題がある場合については、地域の関

係諸機関や民生委員・児童委員等とのネットワークを活用し、家庭に寄り添った支援を行っていき

ます。 

○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進していく必

要があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と積極的に情報を共有

する機会を持ち、他機関との連携を図っていきます。児童・生徒の苦手なことや困難なことなどの

特性を把握し、子どもの能力を最も伸ばす支援や指導を行うとともに、一人ひとりの確かな学びを

保証する体制を整備していきます。 

○ 来日した日本語を母語としない外国籍等の幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑に生活す

ることができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支援を行います。 

  また、日本に在留する外国人の増加に伴い、学齢期の外国籍の子どもの数も増えていることから、

就学状況の把握に努めるとともに、不就学となっている外国籍の子どもに対する就学を促進してい

きます。 

○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、障害のある子

どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交流・学習を進めていきます。 

○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けることができ

るよう、放課後等学習支援及び全小学校において学校図書館の放課後等開放を行います。また、学

業や進路等、教育上の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼児教育・保育

の無償化の趣旨に基づき、幼稚園保護者に対する負担軽減を図るほか、就学援助等により、家庭へ

の経済的な負担を軽減し、子どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 

 

 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期的な視点に

立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募

制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 

時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校経営能力の

向上を図る研修を充実します。 

○ 教員の長時間勤務の実態をふまえ、勤務環境の改善に取り組み、学校現場の実情に応じた具体的

な取組を実践するとともに、教員の働き方の意識改革を図ります。これらの取組により長時間勤務

を解消し、教員が健康でやりがいを持ちながら質の高い教育活動を継続することで、子どもたちが

生涯を切り拓いていく力を一層伸ばしていきます。 

○ 学習指導要領及び幼稚園教育要領に基づく教育課程及び授業・保育方法の改善や、新たな教育課

題への対応、チームとしての学校の実現に向け、教職員それぞれの経験と職層に応じた研修や学校

支援アドバイザーによる訪問指導等を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。特に

ＧＩＧＡスクール構想におけるタブレット端末の1人1台環境を活用した個別最適化学習や協働学

習の指導の充実に重点的に取り組んでいきます。 

また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・奨励し、教

員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を進め、「分かる授業」

を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境づくりを進め

ます。 

 

 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ ＧＩＧＡスクール構想による、タブレット端末の 1人 1台環境の整備により、学習活動を一層充

実させるとともに、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」につなげていきます。また、全小

学校の学校図書館を放課後等に開放するなど、子どもたちの学びの環境のさらなる整備・充実を図

ります。 

○ 学校施設の長寿命化を基本として策定した学校施設個別施設計画に基づき、児童・生徒にとって

良好な教育環境を整備していきます。 

○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いていることから、特に小学校における普通教室の整備・確保 

 を進めるとともに、学校選択制度の見直し後の教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習 

 や生活の場にふさわしい学校づくりを進めます。中期的には、再開発等の動向を把握しつつ、平成 

 24 年度に策定した「新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本 

 方針」で適正規模とした、小学校は 12 学級から 18学級、中学校は 12学級以上（当面は 9学級） 

 を目指し、これに向けた検討等を行います。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる個別事業の点検及び評価 

 

（１）点検・評価シート（令和 4年度分） 

 

 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 

※教育ビジョン冊子から抜粋 
各事業の目的や主な内容を記載しています。 

第
二
次
実
行
計
画
事
業
の
み 

※
教
育
ビ
ジ
ョ
ン
冊
子
か
ら
抜
粋 

令和 3年度末の状況 

（予定） 
各事業の令和 3年度末における状況を記載しています。 

令和 4年度の計画 

（令和 4 年度当初時点） 

各事業の令和 4 年度当初時点における令和 4 年度の計画を

記載しています。 

令和 5年度末の目標 

（令和 3 年度当初時点） 

各事業の令和 3 年度当初時点における令和 5 年度末の目標

を記載しています。 

令
和
４
年
度 

進
捗
状
況 

(A) 
取組状況、実績 

（数値） 

各事業の令和 4 年度の取組の状況や、実績値等を記載して

います。 

(B) 評価、課題 
(A)欄に対する評価や目標達成に向けた課題等を記載して

います。 

1 年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果をあげられなかった 

改善内容、今後の取組方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組方針を

記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

（１）子ども一人ひとりの学びの保証（教育ビジョン 取組の方向性 1） 

  1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

  2 学校サポート体制の充実 

  3 放課後等学習支援 

  4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

  5 主体的・対話的で深い学びの実現 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

4 ＩＣＴを活用した教育の充実 

 子ども自らがタブレット端末を活用でき

るように育てていくということが大事だと

思う。 

 子ども自身が、学びの中でどのようにタブ

レット端末を活用できるかということを発

想して、使えるようになると素晴らしいと思

う。 

 教育委員会では、令和 3年度より、一人一

台タブレット端末を配備し、教員が授業で使

う「ＩＣＴ」から子どもたちが自ら授業で活

用する「ＩＣＴ」への移行を進めていきまし

た。 

 各校に派遣されているＩＣＴ支援員と学

校が連携し、児童・生徒自らが学びにおける

タブレット端末の活用ができるようになる

ことが望ましいと考えます。児童・生徒の活

用の幅がさらに広がるように、各学校の取組

を推進していきます。 

タブレット端末の使用に関しては、小学校

の低学年では、ＩＣＴによる読み書き能力だ

けではなく、手書きで文字や文章を書けるよ

うになることが大事だし、中学年では、ＩＣ

Ｔリテラシーの能力を高めるような時間が

多くあっても良いと思う。また、高学年にな

るとタブレット端末を使いこなしている児

童もいるので、学校では、その辺を整理しな

がら、対応する教員の指導力に格差が無いよ

うにしていくことが必要だと感じる。 

 タブレット端末には、漢字の書き取りや算

数の計算問題など、繰り返し学習できるデジ

タルドリルがありますが、硬筆などの学習

は、従来どおりの手書きで授業を行っていま

す。ＩＣＴリテラシーに関しては、情報モラ

ルに関する出前授業を小学校 5年生対象に行

っています。中学年においても、その必要性

はあると考えますので、中学年でもＩＣＴリ

テラシーに関する取組を検討していきます。 

 また、教員の指導力に差が出ないように、

今後もＩＣＴ支援員による教員へのサポー

トの充実に努めていきます。 

タブレット端末を使うということ自体が

ゴールではなく、協働学習では、ＩＣＴの活

用と並行して、それを使う子どもたちの集団

づくりとか人間関係づくりが求められる。そ

ご指摘のとおり、タブレット端末を使うこ

とが目的ではなく、各教科等の目標や内容に

応じて、タブレット端末を効果的に活用する

ことが重要です。また、学校生活を通して、
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の様な前提の土台が無く、タブレット端末だ

け渡しても子どもたちはうまく協働できな

いのではないかと思う。 

人間関係を築く力を高める児童・生徒を育て

ていくことも重要です。 

 教育委員会では、各学校の特別活動や道徳

科の時間を始め、教育活動全体を通して、こ

れからの社会の中で、必要な人間関係を築く

力を高めていく学習活動の取組を推進して

いきます。 

 今後も、主体的・対話的な学びの視点に基

づいた授業を基盤とし、従来型の指導とタブ

レット端末を活用した指導の双方の利点を

生かした実践を積み重ね、区内の学校で成果

を共有していきます。 

 

（２）幼児教育環境の充実、幼稚園・保育園・子ども園の連携の推進（取組の方向性 6、7） 

  27 公私立幼稚園における幼児教育等の推進 

28 幼稚園子育て支援事業の実施 

29 就学前教育合同研修等の実施 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

27 公私立幼稚園における幼児教育等の 

推進 

28 幼稚園子育て支援事業の実施 

 なるべく長く預かって欲しいなど、保護者

からいろいろなニーズが出てきた時に、幼稚

園の役割や果たす意味とかを、どれだけ賛同

していただけるかはとても難しい問題であ

る。 

 PR を一生懸命して動画を作って、区立幼稚

園の魅力をどれだけ分かってもらえるかと

いうのは本当に大事だと思う。 

公私立を含め、幼児教育とは何なのかとい

う魅力発信と、子どもの成長とともに親も育

つ場でもあるので、地域の人と一緒になっ

て、その地域の子どもとして幼稚園から小学

校までずっと育てていく、広く区を挙げた幼

児教育の在り方や魅力を考えてほしい。 

 幼稚園の魅力を未就園児保護者に伝える

ため、区立幼稚園についてはＰＲ動画の作成

や全 14 園合同の説明会等を新たに実施して

います。私立幼稚園についても、周知用冊子

を今年度新たに作成し、区内の子育て関係施

設だけではなく、周辺区の子育て関係施設に

も配付し、広く未就園児保護者に周知してい

きます。 

 幼稚園が小学校と連携を図りながら、子ど

もを育んでいくことが、区立幼稚園の魅力の

一つです。一方、私立幼稚園はそれぞれが独

自の教育方針をもち、特色ある幼児教育を実

践していることが魅力の一つになっていま

す。公私立幼稚園がこれまで培ってきた特色

や魅力について広く周知していくことで、よ

り地域に根差した幼児教育施設として認知

されるようにしていきます。 

また、新宿区における幼児教育の在り方に

ついては、保護者のニーズ動向等を踏まえな

がら、検討していきます。 
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 園児数の減少については、確かに子どもの

数も減ってはいるが、社会経済的な状況変化

による女性の社会進出により、共働きで子ど

もを預けるという形になっているのだと思

う。 

そのときに保護者が何を優先して考える

かというと、子ども一人ひとりを大事にして

くれているかは当然として、どのくらいの時

間預かってくれるのかなど、この幼稚園・保

育園なら預けられるという安全・安心だと思

う。 

幼稚園の教育とともに、未就園児保護者へ

のサポートや延長保育といったものも充実

させながら、保護者に理解してもらえれば良

いと思う。 

 公私立を問わず区内全ての幼稚園で保護

者に安心感を持って園児を幼稚園へ通園さ

せることができるように、教育委員会では

様々な安全・安心のための取組を行っていま

す。具体的に区立幼稚園では、新宿区立学校

危機管理マニュアルに基づき月 1回程度防災

訓練を行うとともに、計画的な設備や遊具の

更新を行っています。私立幼稚園において

は、安全・安心な環境整備に対する補助を実

施し、老朽化した遊具・教具の更新や園児送

迎用バスの置き去り防止を目的とした安全

装置の設置などを推進しています。今後も引

き続き公私立幼稚園における安全・安心な教

育環境の整備を図っていきます。 

 また、公私立幼稚園における未就園児とそ

の保護者に対する支援や延長保育につきま

しては、それぞれの園の保護者ニーズも踏ま

えて、さらなる充実を検討していきます。 

 地域の中で子どもを育てていく体制とい

う点でいうと、子どもたちの集団活動や学び

合う関係づくりでは、様々な情報発信を含

め、他部局との連携を強くしていただきた

い。 

 また、幼稚園教諭については、経験を積み

重ねられずに若くして退職してしまう人も

いると思うので、部局を越えての教員の連携

や、専門性を高めていただけるような環境作

り、研修などに取組んで、新宿区の幼稚園が

良いものであり続けてほしい。 

 保育園や子ども園を所管している子ども

家庭部とは、定期的な情報交換などにより、

連携して幼児施設における子どもの成長や

安全・安心のための取組を行っています。今

後も新宿区における幼児教育の充実や子育

て支援について、連携して取り組むととも

に、多様な機会を捉えて情報発信を行ってい

きます。 

 教員の研修などについても、教育委員会と

子ども家庭部が連携し、合同研修会（就学前

教育合同研修会）を年間 6回実施しています。

今後も公開保育や理論研修、実技研修などを

行い、専門性を高めるとともに、協議を通し

て相互の連携を深めていきます。 
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（３）いじめ等の防止と不登校児童・生徒への支援（取組の方向性 18） 

   51  いじめ防止対策の推進 

  52  不登校児童・生徒への支援 

  26  スクールカウンセラーの配置 

   53  教育相談体制の充実 

   54  児童・生徒理解を進める研修の実施 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

52 不登校児童・生徒への支援 

 仮想空間だと自分の分身が画面に出てく

るので、不登校の子どもたちにとってはきっ

と居心地が良いのかなと思うが、それで本当

に社会的な自立に向かっていけるのかとい

うところもあり、小・中学生のうちに人との

関わりの良さなどを色々味わわせてあげた

いと思う。今回の取組が、そこにつながるス

テップの一つとして、子どもたちが前に出て

くるきっかけになると良いと思う。 

 令和 5年 1月から運用を開始した仮想空間

（メタバース）は、つくし教室に通う児童・

生徒を対象に「つながり・居場所づくり」を

目的として活用しています。 

今後も、オンライン上の仮想空間（メタバ

ース）の中だけで学習が完結することなく、

仮想空間を活用することで、つくし教室に通

う児童・生徒間で双方向に学習ができるよう

に、取組を推進していきます。 

その子にとって居心地の良い空間を提供

するのであれば、フリースクールもある。将

来的には、やはりどこかで社会と関わること

が必要なわけで、色々なことを体験すること

は大事である。 

つくし教室では、担任とのコミュニケーシ

ョンを大事にして欲しいと思う。また、在籍

校の校長や学級担任も、つくし教室との連携

を意識して、不登校の子たちに関わってほし

いと思う。 

 

 つくし教室では、1、2学期にそれぞれ教室

公開と担任等連絡会を実施するとともに、つ

くし教室便りを毎月発行して、子どもたちの

様子が在籍校や保護者に伝わるよう取り組

んでいます。また、つくし教室の指導員と担

任等がメールや電話で連絡を取り合いなが

ら児童・生徒の学習状況や生活の様子を共有

しています。さらに、教育センターで研修会

や連絡会がある際は、その前後でつくし教室

での児童・生徒の生活の様子を確認したりす

るなど、子どもたちと関わっています。 

どの児童・生徒も、学校の一員であるとい

うことを校長や担当教員等が意識し、つくし

教室の子どもたちに関わっていくことがで

きるよう、今後も働きかけていきます。 

 デジタル化が進んだことで学校制度や就

学義務自体が今後は不要になるというよう

な議論が社会の一部では行われているよう

だが、学校制度は社会のセーフティネットで

あり、これからも大切なものであり続けるだ

ろうと思う。 

 つくし教室では、つくし教室への登室によ

る支援を始め、区立図書館を活用した訪問型

支援やオンラインを活用した支援を行って

います。  

また、新宿区立学校の教員から構成される

「多様な教育機会検討委員会」では、フリー
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学校という仕組みは維持しつつ、その中に

多様な場所や仕組みを用意して、どこかの部

分でセーフティネットに引っかかっていく

というのが必要だと思う。 

学校にいる子とそうではない子を分断す

るのではなく、最終的には学校がみんなにと

って居心地のいい場所になるということが

重要である。 

スクールなどの民間施設との連携を図りな

がら、検討を行い、多様な教育機会の確保に

努めています。さらに、令和 5年度について

は、区立の小・中学校 15校（小学校 10校、

中学校 5校）に「家庭と子供の支援員」を配

置し、学校と家庭とが連携を図りながら不登

校児童・生徒への支援を行っています。 

 ご指摘のとおり、多様な場所や仕組みを用

意していくことや、学校が児童・生徒にとっ

て居心地のよい場所となるように、今後も不

登校児童・生徒への支援の取組を推進してい

きます。 

 

（４）地域ぐるみの学校安全・学校防災対策の推進（取組の方向性 17） 

  49 学校安全対策の充実 

50 学校防災対策の充実 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

50 学校防災対策の充実   

学校での危機管理については、子どもが自

ら安全を確保する、自分で自分の身を守ると

いう自助を意識することが大事だと思う。 

避難訓練だけでなく、子ども自身が身を守

るため、校内で気づいたことをすぐに教員に

報告するなどの安全点検の取組を進めてい

くと、改訂した学校危機管理マニュアルがよ

り活用できるのではないかと思う。 

また、移動教室や校外学習、遠足で何かあ

った際の対応が学校危機管理マニュアルに

あると良いと思う。 

 学校で行われている防災教育では、共助、

公助に合わせ、自助の視点をもつことの重要

性を子どもたちに伝えています。訓練等にお

いても、子どもたちが状況に応じて自分で適

切な行動を判断できるように、訓練の時間を

事前に伝えないなど、内容を工夫していま

す。今後も、教育活動全体を通して防災教育

を展開し、子どもたちの自助の意識を高めて

いきます。 

 移動教室については、これまで新型コロナ

ウイルス感染症対策の注意事項やフローチ

ャートを作成し各校に周知したほか、小学校

移動教室（館山）については、宿舎が海岸沿

いであることから、津波に関する避難訓練を

宿舎主催で実施しています。 

 また、宿泊行事における非常時の連絡体制

については非常時に通信手段が制限された

場合においても参加者の状況や訪問先の様

子などが確認できるよう、災害用伝言ダイヤ

ル(171)等を活用するなど、学校へ周知しま

した。 
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 今後、学校防災連絡会等を通じて、学校危

機管理マニュアルへの反映を検討していき

ます。 

環境問題の学習に関連付けながら、ハザー

ドマップについても小学校の高学年であれ

ば、自分たちの地域はどのような状況か、私

たちは実際どう行動すれば良いのか理解で

きると思う。 

地域や学校の実態によって状況は違うと

思うが、今後はそうした探究学習を地域に出

てやっていくと、安全・安心がより身近なも

のになっていくのではないか。 

 新宿区立小学校では、中学年を中心に「地

域安全マップ」を作成し、児童自らが安全に

ついて考え、行動できるように指導していま

す。 

 具体的には、児童自らが、学習活動の時間

に地域に出て、防犯・防災・交通安全の 3つ

の視点で確認し、地域安全マップを作成して

います。さらに、地域安全マップを校内に掲

示し、他学年の児童とも共有することで学校

全体の安全指導につなげています。 

東日本大震災の際に、避難所の開設や運営

などの点で、いかに事前に地域の関係団体と

連携を取れているかということが、生死を分

けたという話を聞いた。 

防災訓練を地域と合同で行うということ

が、学校危機管理マニュアルにもあるので、

そういった点は地域と連携した学校運営の

一環として重要だと思う。 

また、その時に仮設トイレ等を実際に中学

生が作ったという学校もあって、若い元気な

中学生が活躍する防災訓練は非常に重要で

ある。 

東日本大震災の経験を踏まえ、今後発生が

予想される首都直下地震に備え、子どもが自

らの安全を守ることができるよう、全区立学

校で防災訓練を実施しています。 

 また、避難所運営管理協議会が主催する防

災訓練の参加を、区立中学校の教育課程とし

て位置づけて実施することで、地域住民との

相互理解を深めつつ、自らも地域の一員とし

て、できることを率先して行うことの重要性

を学習しています。 

 今後も学校危機管理マニュアルについて、

必要な項目の改訂を行いながら、学校で本マ

ニュアルが活用されるよう進めていきます。 
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（５）教職員の勤務環境の改善等（取組の方向性 24） 

  61 専門人材を活用した教育相談体制の充実 

22 部活動運営支援事業 

68 学校の法律相談体制の整備 

69 教員の働き方の意識改革等 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

22 部活動運営支援事業 

校内で顧問の教員を探すより、委託事業者

がいる方が遥かにいろいろな視野が広がっ

てくると思う。 

この事業を導入したことによって、教員の

働き方改革との関係で、教員の勤務時間がど

のくらい減少したのか、本年度の結果が出る

際にはその相関関係も見えると、より効果的

だと思う。 

 学校からは「平日の部活動に従事する時間

が減ったので、校務に充てる時間が増えた」

「休日の部活動の引率を部活動指導員に任

せられるので家族との時間が持てるように

なった」などの声をいただいていることか

ら、一定の効果が上がっているものと認識し

ています。 

 部活動運営支援事業による教員の働き方

改革の影響については、今後検証していきま

す。 

 保護者から、部活動の対応は教員の仕事で

あるとか、子どもの心の発達も部活動にある

などの理由が多くあると、委託に踏み切るの

が難しくなるが、事業者からのしっかりした

フォローがあって、子どもたちのスポーツは

委託できるとなれば、教員もそれを任せられ

るし、任せたことによって他の仕事をするこ

とができるようになると思う。 

 そのためにも、保護者に向けての周知や理

解、協力を得ることが重要である。 

学校部活動はこれまで、教育の一環として

教育課程との関連を図りながら効果的に取

り組んできたことから、委託による部活動指

導員を配置する際も、学校（校長や顧問教員）

の意向に沿って支援することで、教員が安心

して授業準備・生活指導等に専念できる環境

を整えていきます。 

 また、部活動指導員を配置する際は、各部

活動の保護者説明会等において、部活動指導

員の配置に関する背景や仕組み等について

お伝えすることで、保護者の理解を得ること

につなげています。 

 子どもが中学校に行ってみたら、自分のや

りたい部活動が無くなっていたというのは、

辛いことである。学力も大事だけれども、子

どもが学校にいて楽しい場を作ってあげる

ことも大切で、この事業が、しっかり確立す

れば学校に行く楽しみが増えて良かったと

なるのではないかと思う。 

 部活動を支援していくにあたり、教員の異

動や家庭の事情（子育てや介護等）により、

休部や廃止に追い込まれてしまい、児童・生

徒のやりたい活動が消滅してしまうという

ことがないように、継続が必要な活動や新た

に行いたい活動が可能となるように、学校の

実情を踏まえ、取り組んでいきます。 
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 中学校の部活動は、子どもたちの家庭環境

や経済状況に関わらず、スポーツや文化活動

に親しむ機会を保障する良い取組である。 

これまで教員が人的に担ってきた部分を、

委託化で経費がかかることになっても、それ

を保護者に負担させることのないようにし

てもらいたい。併せて、部活動の顧問をやり

たいという教員もいると思うので、本人の意

向も尊重されることも重要である。 

 部活動運営支援事業は、全額公費負担で実

施しているため、部費への影響はなく、本事

業による私費負担はありません。 

また、部活動指導員を配置する際は教員の

部活動への関わり方についても、各校の教員

の状況や意向を反映させて運営していきま

す。 

 

69 教員の働き方の意識改革等 

 学校の先生より、もっと魅力的なことがあ

るかもしれないという理由で辞めた人がい

ると聞くと、教員の魅力の発信と働き方改革

は直結していると思う。 

 学校が良い職場であり、学ぶ場所であると

いうふうに充実感を持てれば、辞めていく人

も少なくなり、教員の受験率の向上にもつな

がっていくと思う。 

 先生が辞めてしまう問題については、若い

教員に素直な感想をヒアリングしてみるこ

とで、何か解決の糸口が見えてくるかもしれ

ない。 

 若い教員から働き方に関する素直な意見

を聞く取組については、令和 4年度の 3年次

研修で実施しました。ヒアリングでは、教育

現場の状況や働き方に対する率直な意見を

聞くことができました。若い教員を対象とし

たヒアリングの実施については、その他の職

層研修においても今後、検討していきます。   

今後も、新宿区立学校・園における教員の

声や実態を踏まえて、働き方改革を推進して

いきます。 
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＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

1 学力調査を活用した個々の学力の向上 

今回の全国学力学習状況調査の結果が出

ていて、英語の話す力が非常に劣っていると

いうようなことだったが、新宿区では、例え

ば英語は、英検チャレンジや英語キャンプな

ど、日頃から多くの取組をされているので、

そういった取組が学力調査の成績に反映さ

れていればいいなと思う。 

 国の学力調査や新宿区が独自に実施して

いる学力定着度調査のいずれにおいても、区

立中学校の英語の学力は平均を大きく上回

っていました。区の英検チャレンジや英語キ

ャンプの実施が、英語の学習や英語を話すこ

とに対する関心を高めることにはつながっ

ていると考えます。 

今後も、英検チャレンジや英語キャンプな

どの国際理解教育や学校における英語学習

の充実を図り、英語への関心の高まりや学力

の向上につなげていきます。 

区の学力定着度調査では、中学校 1年生の

社会科や理科が低いという結果が出ていた

が、小学校の段階で知っておくべきことをし

っかりと押さえ、何が基本で、何が応用かを

明確にして指導すると良いのかもしれない。 

 社会科については、令和 4･5 年度に社会科

教育推進委員会を設置して、区の学力定着度

調査の結果を分析し、学力の向上に向けて、

小学校と中学校のそれぞれの段階で必要な

指導や押さえるべき基本的な知識・技能を整

理する取組を進めています。令和 5年度末に

は、成果物を全校に配付する予定です。 

また、理科については、小学校の初任者の

教員を対象として、効果的な指導方法につい

て研修を実施しました。 

今後も、調査で課題のある社会科と理科に

ついて、学力向上に向けた取組を推進してい

きます。 

45 絵本でふれあう子育て支援事業 

家に本がたくさんあるほど学力が高いと

言われている。 

健診のときに子ども図書館を会場にして

絵本に親しむ環境を区で設定しているとい

うのは、非常に大事なことなので、ぜひその

ような機会をたくさん与えていただきたい。 

例年、保健センターを会場に実施している

乳幼児（0 歳児・3歳児）健診の際に、保護者

と子どもに対して読み聞かせと絵本の配付

を行ってきました。 

令和 4年度は、読み聞かせは新型コロナウ

イルス感染症の影響で保健センターでの実

施が困難となったため休止してきましたが

（絵本の配付は継続）、令和 5 年 3 月からは

会場をこども図書館（中央図書館）で再開し

ています。 

今後は健診会場での読み聞かせの再開に

ついて保健センターと協議していきます。 
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55 特別支援教育の推進 

 医療的ケアが必要な子どもや特別支援が

必要な子どもを小学校に入る前の幼児教育、

保育園などで、どのようにケアするのか、そ

のような充実を今後いかに図っていくかと

いうニーズが高まっているのではないか。 

行政でなければ予算化できないこと、学校

だけの努力ではできないことは、たくさんあ

ると思うので、ぜひそうしたニーズの把握や

必要なものについては予算化してほしい。 

 医療的ケアを必要とする児童・生徒につい

ては、入学前の段階から各関係機関と連携し

ながらニーズの把握を行い、医療体制の確保

ができるように引き続き取り組んでいきま

す。 

34 地域協働学校の充実 

 4 月 1 日から子ども基本法が施行されて、

子ども政策に関わって、その意見の表明や意

見聴取のようなものが、国や地方公共団体に

求められている。 

他自治体の話では、例えば、学校運営協議

会などの場面において、生徒会の代表者にア

ンケートの結果を示してもらうことや、生徒

にオブザーバーとして参加してもらう、或い

はワールドカフェのような形式で、地域の住

民と一緒に交流してもらうなどの取組をし

ているところもあると聞いている。 

 中学校の地域協働学校運営協議会におい

ては、生徒会役員が学校の現状や目指す学校

像を発表する場を設けている学校や、学校運

営協議会委員・PTA の中に生徒会が主体的に

加わって「学校のきまり」について見直しの

検討を行っている学校もあります。 

 これらの子どもの意見表明や意見聴取の

取組については、定期的に発行しているリー

フレットでも紹介しており、他の学校運営協

議会でも取組の参考となるよう情報提供し、

支援していきます。 
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＜総括的な意見＞ 

 

● 藤井 千惠子 氏 

 行政のハード面の充実と、学校現場でのソフト面の充実が一致できると良い。教室の

隅々まで、なかなか政策が行き届かないというのは、これまでもずっとあったジレンマ

でもある。区が色々やっていても、担任の先生の力量によって実現できなかったりする

ことがあるのは、仕方ないことかもしれないが、どうしたら教員全員の力量を高められ

るのか、行政が行っているものを教員側がどれだけ自分の方からつかもうとするかとい

う意思や意欲を引き立たせるような取り組みと、それをどれだけ周知できるかが大事で

ある。 

そして、この学校危機管理マニュアルは素晴らしいものなので、これをどのように活

用したら良いか、この場面ではこの様にというように、皆で相談しながら取り組むと現

実に繋がっていく。ぜひ、新宿区の素晴らしい取り組みを全ての教室の隅々まで行き渡

せるようなことが出来ると良い。今後の行政の取組に期待したい。 

 

● 浅田 学 氏 

 全体的には子どもたちの学力向上と心の成長を踏まえた教育が展開されることが大

事であるし、それに向けて、新宿区は様々な事業に予算をつけて展開していると感じて

いる。私が学校を訪問させてもらって、子どもたちに、「自分の学校で自慢できるとこ

ろはどんな事ですか？」と聞くと、高学年から低学年まで「すごく仲が良いところです。

一緒に活動できるところがとても良いところです。」と答える子が多い印象である。こ

れは地域との関わりやサポートなどで、地域の人から学んだりする環境があったからだ

と思うのですが、それがこのコロナ禍の三年間では実施できなかったので、いじめなど

の増加に繋がっていないか心配している。 

これからは総合的な教育も充分できると思うので、まずは、子どもたちの心の安定が

大切で、子どもたちの心の安定があっての ICT教育であり、ICTを将来的に深い学びに

つなげてほしいと思う。ソフトをどのように活用し、子どもたちをどのように意欲的に

させていくか、という点に力を入れていくとますます良くなるだろう。学級の安定とい

う点に関しては、スクールスタッフの充実もこれから考えていただきたい。 
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● 仲田 康一 氏 

新型コロナウイルス感染症が一応、社会的には落ち着きを見せており、ポストコロナ

ということが言われている状況の中での今回の評価だったと捉えている。新型コロナウ

イルス感染症が色々と問題を起こしたことは間違いないが、むしろ、もともとは伏在し

ていただけで、感染症によって「顕在化」された社会課題も多々あると考えている。単

に昔に戻るということではなく、新しい常識の方に良い形を作って、今までの生き方を

変えていくということもあると思う。 

例えば、デジタルトランスフォーメーション（DX）と言うが、これは、単に「デジタ

ル」だけでなく、「トランスフォーメーション」、つまり変革を含んだ言葉である。デジ

タルの活用によって、仕事の仕方や学び方や子供たちの思考や関わり方がいい形で変革

して行くということが重要であり、デジタル化することが目的ではないということが示

されている。ポストコロナを見据えて、多様的で深い学びを実現させていくためのツー

ルとしてデジタルをどうすれば活かせるか、どのようなチャレンジができるか、という

ことが問われていくだろう。 

また、新宿区は本当に多様な良い地域性があるので、そのようなものを活かし、地域

の学習等で地域の方と連携をするなど、学校の中の教育課程に地域性を息づかせていく

ことが、これからの時代、社会において求められてくることなのではないかと思う。 
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＜まとめ＞ 

～ 総括的な意見を踏まえた取組の方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 令和５年度の点検及び評価では、教育ビジョンに掲げる全ての個別事業について、

令和４年度の取組の進捗状況や成果を総括するとともに、子ども一人ひとりの学びの

保証や、いじめ等の防止と不登校児童・生徒への支援、幼児教育環境の充実、幼稚園・

保育園・子ども園の連携の推進、地域ぐるみの学校安全・学校防災対策の推進、教職

員の勤務環境の改善等の課題について、学識経験者からご意見をいただきました。   

新型コロナウイルス感染症の影響により、取組内容を一部変更した事業等もありま

したが、個別事業全体では概ね目標を達成しており、新宿区が目指す教育の実現に向

け、着実に個別事業の実施に取り組んできたものと考えています。 

 

〇 新宿区版ＧＩＧＡスクール構想に基づいた、令和３年度に使用を開始した端末導入

期から、学校の授業や各家庭での自宅学習への活用など、さらなる活用が求められる

活用促進期へと移行しました。タブレット端末を効果的に活用することで、習熟度に

応じた個別最適化された学びや協働学習による深い学びを実現できるよう、研修等を

通じた教員の指導力の向上や、活用事例の共有等に引き続き取り組んでいきます。 

  また、不登校児童・生徒に対しては、フリースクール等との連携に取り組むほか、

家庭に引きこもりがちな児童・生徒へタブレット端末を活用した学習支援や、東京都

との連携事業による仮想空間（メタバース）を活用したオンラインの支援を実施する

など、学校に登校するという結果のみを目標とせず、社会的に自立することを目指し、

多様な教育機会の確保に努めていきます。 

 

○ 公私立幼稚園における幼児教育については、幼児教育・保育の無償化が始まり、保

護者の選択の幅が広がるなど、社会経済情勢の変化に伴う様々なニーズに対応するこ

とが求められており、区内私立幼稚園の一時預かり保育の充実や、新宿区ならではの

区立幼稚園の魅力を広く情報発信するなど、幼児教育等の充実を推進していきます。 

  また、学校において、児童・生徒が生き生きと活動し、学べるようにするためには、

その安全確保が不可欠です。改定した学校危機管理マニュアルの見直しを今後も図る

とともに、学校施設や通学路等の安全を確保する等、学校安全・学校防災対策の充実

に引き続き努めていきます。 
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  この他、教職員の勤務環境の改善等では、超過勤務の割合が高かった小学校・中学

校での改善が進み、令和４年８月に、当面の目標である「１週間あたりの勤務時間が

６０時間を超える教員をゼロにする」を全校一斉で達成することができました。今後

も教員が健康でやりがいを持ちながら、子どもたちと向き合い、質の高い教育活動を

継続することができるよう、部活動指導の一部民間委託をはじめ、実践できる取組か

ら速やかに実施し、教員の「働き方改革」を推進していきます。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症については、令和５年５月８日から５類に移行され、通

常の教育活動に舵を切ることができることとなった一方、グローバル化や人工知能の

急速な進化など、子どもたちを取り巻く教育環境は大きく、急速に変化しています。 

本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、教育ビジョンの推進に向けて

工夫や改善を図るとともに、直面する様々な課題に迅速かつ適切に対応し、次代を担

う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのびのびと健やかに成長していける

よう、新宿区の教育の一層の充実を図っていきます。 
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